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宮　田　桂　子

　当職は、弁護士、保護司として犯罪をした人に対する社会復帰支援の活動を
している。また、当職は、日弁連「罪に問われた障がい者の刑事弁護に関する
ＰＴ連絡会」、東京 ３弁護士会「障害者等刑事問題検討会」、第一東京弁護士会
「精神障害者に関する検討会」の委員であり、弁護人や弁護人と連携した福祉
職と、支援活動についての情報共有をしている。さらに、当職は、法務省再犯
防止計画等検討会の有識者委員として、国の再犯防止推進計画の策定にも関
わっている。
　そのような経験や知見から、現在の更生保護に関して、改善を急ぐべきと考
えた問題をいくつか指摘したい。

１　特別調整等ができた者の休日出所を避けるための仮釈放
⑴　仮釈放の審査
　現在、仮釈放許可については、更生保護法（以下「法」という。）３８条で、
省令の定めるところにより（それに加えて、被害者等からの申出があればその
意見を聴取したうえで）決される。省令たる「犯罪をした者及び非行のある少
年に対する社会内における処遇に関する規則」（法務省令第２８号。以下「省令」
という。）２８条では、仮釈放について、「悔悟の情及び改善更生の意欲があり、
再び犯罪をするおそれがなく、かつ、保護観察に付することが改善更生のため
に相当であると認めるときにするものとする。ただし、社会の感情がこれを是
認すると認められないときはその限りでない」と定める。また、法３９条 ３ 項で
は、法５１条 ２ 項 ５ 号で更生保護施設等に入所する場合以外には、法８２条により
保護観察所の帰住先の調整結果に基づいて、仮釈放後に帰住すべき住居を特定
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するものとしている。具体的には、ほとんどの事件で、受刑者が身元引受人と
して刑務所に申告した者（多くは家族であるが、雇い主等である場合もある）
の者の所在する保護区の保護観察官が、調整を担当する保護司を指名し、保護
司が帰住先として対象者が希望する先への訪問、身元引受人との面接を行い、
帰住先を引き受ける意思を確認し、帰住先が対象者を住まわせるだけの一定の
広さがあるのか、身元引受人がその者を養えるだけの収入があるか等について
調査を行うのが通常である。また、薬物事犯については、薬物依存の回復を支
援する団体が運営する施設等に帰住先を調整することもあり（１）、このような場
合は保護観察官が施設とのコーディネイトを任うことも多い。
⑵　特別調整・任意調整を図った案件の満期出所の問題性
　刑務所からの出所の日は、仮釈放がつかない場合には刑の満期日である。仮
釈放による出所の場合には、出所した者を保護観察所に必ず出頭させる都合
上、出所日は必ず平日であるが、満期出所の場合、土日、祝日の釈放の場合が
ある。
　地域生活定着支援センター（以下「センター」という。）のコーディネイト
事業により、従来福祉を受けてこなかった高齢者、障害者である受刑者が、介
護認定や障害認定を得て、高齢者施設、福祉施設への入所をすること等が図ら
れているところ、刑務所を出所した後の帰住先として、厚労省管轄の福祉施設
ではなく、法務省管轄の更生保護施設・自立準備ホームに居住することとなる
者が ３分の １前後いる。具体的数値を、受入先に帰住した者の総数、更生保護
施設等に居住した者の数、福祉施設に居住することとなった者の数の順にあげ
ていくと、平成２５年が６２８人、１９４人、３７７人、同２６年が７４３人、２０２人、４９８人、
同２７年が７５２人、２５２人、４６０人、同２８年が６９５人、２３０人、４１５人、同２９年が７５１
人、２８０人、４２９人となっている。（2） このような者の中には、刑期が短い、ある
いはコーディネイトを開始した時期が遅い等のため、仮釈放申請に至らなかっ
た者や、障害による理解不足等のために刑務所での規則違反があるなどし、悔
悟の情及び改善更生の意欲が高いとまで認められない等といった理由から仮釈
放の対象とならず、満期釈放となった者も少なくない。

（1）法務省「平成29年度再犯の防止等に関する施策」38頁
（2）厚労省HP　「矯正施設退所者の地域生活定着支援（地域生活定着促進事業）」
　　https://www.mhlw.go.jp/content/000335065.pdf
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　センターと矯正、保護当局との連携の問題については、平成２６年 ３ 月に、総
務省「刑務所出所者の社会復帰支援対策に関する行政評価・監視 <調査結果
に基づく勧告 >」（以下「総務省勧告」という）において、刑務所での特別調
整候補者の選定時期の早期化や、選定段階での保護観察所、刑務所、センター
との情報共有や連携の強化を図ること、刑務所でのセンターの面会の確保、刑
務所、保護観察所、センター間での福祉に関する情報の確認、照会事務の役割
分担の協議、決定の仕組みを講じることや刑務所や保護観察所の入手した福祉
に関する情報を保護観察所やセンターに適切に提供すること、特別調整対象者
の移送については、帰住地が遠隔地である場合には原則として保護上移送を実
施することが指摘されている。（3） これらについては、再犯防止推進計画で直ち
に対策を提示すべきであったと考えるが、同計画ではセンターの法制化が図ら
れないなど、その位置づけすら明確にならなかった。この勧告に従った対応が
なされれば、満期出所が避けられる案件も相当程度増加するものと思われる。
　特別調整者の帰住先の ３分の １を更生保護施設が占めていることについて
は、障害認定がされていないために、出所後、直ちに福祉施設等への入所がで
きないなどのやむを得ない状況も存するし、あるいは、高齢者・障害者を入所
対象とできるよう、バリアフリー化等を講じた指定更生保護施設も存し、更生
保護施設が福祉への架橋として考慮されていることから、その入所が合理的と
考える案件も一応は存するといえるだろう。しかし、更生保護施設を帰住先と
する者の中には、特別調整をして福祉施設への入所が決定ないし内定している
にもかかわらず、出所日が休日であるために、基礎自治体で住民票転入、生活
保護申請、障害者手帳の申請・支給等の手続ができないことから、休日の居所
を確保するだけのために更生保護施設に入所させざるを得ない者が相当数存す
る。更生保護施設は全国で約２０００床しかなく、仮釈放者、更生緊急保護対象者
（この中には、いわゆる「入口支援」で不起訴等となって入居する者も存する）
等の数に比べて施設が絶対的に不足している現状を考えれば、これは大きな資
源の浪費である。
　また、刑務所が、特別調整の対象とならなかった者に対して、職員である社

（3）総務省「刑務所出所者の社会復帰支援対策に関する行政評価・監視<調査結果に基づく勧
告>」http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/83569.html。
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会福祉士の活用などにより、任意調整を実施し、福祉事務所や地域包括セン
ター等に連絡をとり、病院への入院や施設入所等を図ることもあるが、満期出
所の日が休日だと、生活保護申請ができないため入院手続きや施設入所ができ
ない事態も生じている。仮釈放となればよいが、満期出所を余儀なくされて休
日に出所することにより、調整の労力が画餅となる場合もある。出所者が腎臓
透析を受けている者であるような場合には、年末や GWなどの長期連休中の
出所は、出所者の死活問題ともなり得る。
⑶　調整ができた者に対する数日間の仮釈放の拡大
　特別調整、任意調整で行き先が決定した者については、休日出所を避けるた
めの、満期日に近い平日の釈放を認めるべきである。特別調整や任意調整をす
る場合、早くから調整を始めていたとしても、犯罪をした人の受け入れをして
いる医療機関、福祉機関が不足しているため、居住先の調整がつくのが出所直
前となる場合も少なくない。そのような者を早期から仮釈放の審査対象とする
ことで、数日間の短い期間でも仮釈放とできる案件もあろう。急病などであれ
ば刑の執行停止の制度の利用も可能かもしれない。
　しかし、刑務所内での反則行為が多いなどの仮釈放の審査対象にならない案
件や、期間が短すぎて審査ができない案件であっても、特別調整・任意調整に
よって帰住先が決まり、休日が満期日となるものについては、たとえ仮釈放の
一部の要件を欠いても平日のうちに仮釈放ができるよう制度を変えるべきであ
る。地方更生保護委員会から刑務所に対して、包括的に仮釈放の判断権限を与
え、地方更生保護委員会の判断を仰がないで平日に仮釈放を認められるよう省
令改正をするなど、問題解決は容易であろう。
　確かに、数日であっても、満期日前に釈放することも仮釈放である以上、刑
務所に包括的な権限を委譲することには問題があるという考えもあるかもしれ
ないし、たった数日でも、もしも問題が起きたら誰の責任になるのかという危
惧もあるかもしれない。
　しかし、現在、仮釈放となっている者が、仮釈放期間満了数日前に事実上転
居したり、法５１条の特別遵守事項違反をしたりしても、担当保護観察官、保護
司がそれを把握することは困難であり、把握できない以上、そのような違反を
とらえて収監等の制裁を与え、注意を与えることは考え難い。このような事例
との比較をしたとき、特別調整、一般調整を了して施設等への入居が可能と
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なった者を、数日早く出所させることを著しく不当視することはできないだろ
う。また、特別調整、一般調整により福祉施設に入所等の調整ができた者が、
満期前の平日に出所することになれば、仮釈放者として保護観察所に出頭する
こととなり、保護観察所において、保護観察官が、順守事項の提示などをして
指導することができ、出所者の帰住先を把握することができるのであり、それ
に基づき、一定時間経過後に、病院や施設に対象者が入院・入所したこと、治
療等の状況を確認することが可能となる。
　矯正・保護当局、とりわけ矯正の処遇部問では、特別調整、一般調整の対象
で仮釈放がつかなかった者を特別扱いして、 １日から長ければ １週間以上（年
末年始、ゴールデンウィーク等に生じ得る）にわたり早く出所させることには
抵抗があるかもしれない。受刑者は全て、 １日でも早い出所を望んでいると
いっても過言ではないのである。
　一方で、満期出所によって生じる弊害の大きさについて上記に述べたとおり
であり、数日早い出所の必要性は充分に認識される必要があるし、上記のよう
に、特別調整、任意調整で受入先が決まった者に限っての取扱いに限れば、格
段の不公平感は生じないものと考え得る。また、受刑者の中には、特別調整や
任意調整により福祉や医療に架橋することが望ましい状況があるにもかかわら
ず、福祉の対象となることに抵抗を示す者もあるが、「 １日であっても早く出
所できる」ということになれば、調整により福祉支援を受けることへの大きな
インセンティブを与え得る。

２　満期出所者に対する更生緊急保護の実効性を上げる方策
　満期出所者に帰住先がない場合、あるいは帰住先が遠方で旅費がない場合等
には、出所者本人が保護観察所に更生緊急保護を申し出ることで更生保護施設
への入居や旅費や宿泊費等として援助金の受給を受けることが可能となる（法
８５Ⅰ、省令１１６）が、保護観察所は土日が休業であり、休日に満期出所すれ
ば、支援を得るすべがない。
　総務省勧告では、満期出所者に対する釈放前指導の充実、更生緊急保護の必
要性があると認められる者に対しては、その者が希望しなくても保護カードを
交付することの徹底、満期釈放者が確実に更生緊急保護を利用できるよう、全
国共通の電話番号を導入して満期釈放者に周知徹底することを指摘している
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が、再犯防止等推進計画の中では明示的な検討がない。
　更生緊急保護の申出が、平日にしかできないということ自体が問題であり、
上記の全国統一の電話番号は、休日対応とすること、休日に保護観察所での電
話等の受付担当者をおくことや、それが無理なら、業務委託による休日対応を
すること、その一方法としてサポートセンターでの回り持ちでの申出の受付等
が考えられる。
　また、更生緊急保護事業について、保護観察所の休日対応を実施すべきと考
えるが、保護観察所の対応がたとえ不可能であったとしても、矯正施設や、法
テラスのような法務省の関連団体の休日対応窓口、あるいは、自治体の休日対
応の窓口に協力要請をし、委託料の立替え払いを依頼するような方策も考えら
れるだろう。
　保護観察所が関与しないために、給付を受けるべきでない者がそれを受ける
危険があるというのであれば、矯正施設では、帰省の費用のない者、帰住先が
なく路頭に迷う可能性のある者を把握できるはずであり、更生緊急保護の対象
たり得る者に対して、それを希望するかどうかを聴取し、窓口との連絡をとる
などすれば、保護費の不正受給も防ぎ得るのではないか。

３　身元保証人、帰住地は親族を第一義と考えるべきなのか
　受刑者は、受刑開始の分類調査に際して、身元保証人たる者の住所・氏名、
関係等を提出し、それをもとに帰住先の調整がなされることが多い。多くの受
刑者は親族のもとに帰りたいし、親族との面会を認めて欲しいため、身元保証
人に親族名を書く。そうでなくても、刑務所職員から「家族はいないのか」等
と聞かれ、親族のもとに帰りたいと思えばその者を身元保証人として記すこと
もあるだろう。また、「家族のところに帰住するほうが、仮釈放期間が長くな
ると言われた。家族のところだと半年くらいは考えてくれるが、施設だと ３ヶ
月だということだ」（4）という動機から、病院や施設への入院・入所を裁判時に
は検討していた者が、親族を帰住先として記した事例もある。
　ところで、裁判において福祉的支援の体制を整える案件がある。ことに最近

（4）当職が何人かの受刑経験者から言われたところであるが、これが、単なる受刑者間の噂話
のレベルか、刑務所職員から言われるなどした公的な色彩を持つ情報であるのかは不明で
ある。



更生保護実務上の問題点

177

では、「更生支援計画」という形で、社会福祉士、精神保健福祉士といった福
祉職の一種の鑑定意見として、福祉的支援のためのロードマップを作成するこ
とが増えてきている。（5） このような計画を立てた者が実刑となった場合、支援
者が面会を続けることで、信頼関係を維持するとともに、受刑による支援の対
象者の変化（矯正教育によるプラスの効果もあり得るし、拘禁反応や他の受刑
者からの悪影響等のマイナスの効果もあり得る）をみて、出所後の支援のあり
方にフィードバックしていくことが可能となり、それによってより効果的な支
援が可能となり得る。
　しかしながら、刑務所において、支援者が面会や通信を拒まれた例が報告さ
れている。刑務所に事前に上申すれば面会が可能となる場合も多いとは思われ
るが、刑務所に足を運ぶまで面会できるかどうかがわからない状況であれば、
とくに遠隔の刑務所に支援者が行くことに二の足を踏むことになる。支援者か
らの面会等の上申があった場合には、面会等を許可できるかどうか、速やかに
検討、回答して欲しいところである。
　刑務所では、更生支援計画に仮託して、関係者等が刑務所への不当な要求を
することや暴力団関係者等の不当な面会等がされることを警戒しているようで
あり、確かに、「支援者」と名乗れば怪しげな者が外部交通者となれるのであ
れば、当職も問題であると感じる。ただ、裁判上、支援を誓約する証言がされ
て、支援者の状況・実態について反対尋問でのチェックがなされた場合、ある
いは、更生支援計画が策定されるような場合に限定すれば、上記のような者を
排除し得る。福祉支援について裁判で立証がされた場合に、検察官が処遇上の
参考調査票（以下「検察官の処遇意見」という）に更生支援計画等の資料を付
加するなどして、どういう支援者がいるのかを刑務所に伝えることが可能であ
ろうし、弁護人・被告人の側から矯正当局に対して更生支援計画、情状鑑定の
引継ぎをすることも可能であり、裁判での立証で表れた支援者が面会等をでき
るようにすれば、「支援者」の範囲を適切に画することが可能である。後者の
方策については、法務省矯正局・保護局と日弁連、東京 ３弁護士会の協議によ
り、平成３０年度、東京 ３弁護士会で更生支援計画が策定された東京地方裁判所

（5）弁護人が更生支援計画を作成する場合、実刑を回避し得ることが作成動機となっている場
合が多く、また、判決後支援のための体制、ことに福祉職に対する費用負担の体制が全く
無いために、実刑を前提とした更生支援計画の例はまだ多くはない。
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が一審の事件について、実刑の場合は東京拘置所、保護観察付執行猶予の場
合、東京保護観察所に更生支援計画及びその後に連絡をとるべき者の連絡先等
を引き継ぐ試行がされた（ただし、実刑事案の例が少なく、問題点の抽出がう
まくできていない現状である）。
　現実問題として、更生支援計画に関わった福祉職や弁護人に面会の幅を広げ
ることで弊害は出るのだろうか。上記のとおり、出所後の支援のためには支援
対象者との面会を繰り返しておくことが必要である。
　そもそも、刑務所で、身元保証人や面会可能な親族について多忙な刑務所が
正確な審査ができる訳ではない。古い元受刑者のエッセイであるが（6）、受刑者
が情婦を叔母として申請したエピソードなどが出てきており、受刑者や親族等
が、親族であることの証明のために戸籍謄本の提出を求められたという例を聞
いたことがないし、刑務所がそれを収集するだけの手間をかける時間があると
も思えない。（7） 裁判で提出される戸籍は、被告人の本籍地等を確認するための
ものなので、そこからは親の氏名はわかっても兄弟についてはその存在自体が
わからないことも多い。また、「内妻」「内夫」であれば関係を証明できる書類
が存しないことも多い。このように、現状での刑務所における身元保証人たる
親族については、その関係に疑わしいものもあるが、面会等の制限は格段受け
ない（ただし、帰住先として適当とされ、仮釈放につながるかどうかは別であ
るが）ことになる。
　一方で、福祉的な支援者の中には、裁判所で偽証罪の制裁を受ける可能性が
ある中で証言する者もあり、そのような者は、虚偽を述べて支援を約すること
はまず考えられない。そうでなくても、このような福祉支援の体制づくりは、
緒に就いたばかりで、経済的にも必ずしもみあうものではなく、限られた一部
の者の志に支えられたパイロット的な支援という色彩が強いので、不祥事の発
生は考え難い（今後、福祉的支援が拡大して一般化したときにそれが生じない

（6）「塀の中の懲りない面々」安部譲二　1986年 ８ 月　文藝春秋社等
（7）なお、死刑確定者については、いつ執行があるかわからないこと、また、面会できる人が

親族以外には ５名に事実上制限されていることから、急な親族からの連絡に対応するため
に、死刑確定後、直ちに戸籍謄本を準備して、連絡のありそうな親族（従兄弟等までの関
係のことが多い）について、親族関係の立証が直ちにできるように備えておくべきであ
り、当職は担当事件でそのようにしている。
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ように今から対策を考えておく必要はあるだろう）。そのような中で、面会を
制限されるというのではあまりに不均衡である。
　確かに、受刑者の中には、裁判に際して、実刑を回避する目的で福祉支援を
受け容れ、福祉職が更生支援計画の策定をしたものの、実刑になったために翻
意して親族を身元保証人とし、そのもとに帰ると言い出した者もあるかもしれ
ない。しかし、そのような者の中には、もともと家族の支援が困難、あるいは
受けられないために、ホームレス等の困窮生活に陥り、あるいは、（幸いにも）
福祉施設入所をしていた者もいる。そもそも、裁判の際、親族からの協力を得
られるのであれば、あえて更生支援計画を立てることなく、医療や福祉の問題
が生じ得るとしても、親族にその点についての助言をし手続の支援をすれば足
りるので、親族を情状証人にたてるような案件もあるし、親族をキーマンとし
た更生支援計画を策定することもできるところ、そのような協力が得られない
ので、福祉職が、親族を外した形で、生活保護等による福祉施設入所等の支援
体制を整える必要が出るのが通例である。そのような場合に、受刑者が親族を
身元保証人として記載し、親族が、受刑者が事件を起こしたことに責任を感じ
て身元引受人となることを承知したとしても、親族に受刑者の社会復帰支援を
期待することが現実的ではない場合もあり得る（親族の問題について後述 ６
（ ２））。少なくとも、受刑者と支援者の面会の機会を作り、家族のもとへの帰
住が現実的に可能であるのかどうか、支援者側で検討をし、それが不可能、あ
るいは困難であれば、福祉的支援を受けるよう説得する機会を作ることが肝要
であり、そのようにすることで、むしろ、実効的な更生支援が期待し得ると考
える。
　また、刑務所の処遇部問では、更生支援を約した福祉職や弁護人等が、障害
等を理由に処遇への介入をしてくるのではないかという危惧があるのかもしれ
ない。しかし、逆に、処遇の困難を解決するために、このような支援者が刑務
所に役立つ助言ができる可能性もある。例えば、知的障害や発達障害によっ
て、コニュニケーションに配慮が必要な者が、刑務所内で不適応を起こし、規
則違反で懲罰を受ける（繰り返して受ける場合もある）、あるいは、不眠や抑
鬱等の精神症状を発することもあり得る。障害特性に応じたちょっとした工夫
で問題行動が解消できる場合があり、例えば、発達障害の場合には、手順や時
間割を表にして可視化すればその内容を理解できる場合も多いし、聴覚過敏が
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ある場合には騒音の出る工場での刑務作業を避けたり、耳栓をして作業したり
することで作業に適応ができるようになり得る。刑務所は閉鎖的で、外部の人
が処遇に関与することを非常に嫌う文化があるとされているが、障害者等につ
いては、むしろ、外部の者の意見を聞き、協働することで、受刑者の問題行動
を減らし、その結果、刑務所職員の負担も減ることが期待し得る。過去、刑務
所によっては、処遇困難な障害者について、外部機関との連携のもとでカン
ファレンスを行い、その者に対して、所内生活についての注意を外部の人から
わかりやすく説明する等が行われたこともある。このような試みが、障害者全
般やその疑いのある者にまで広げられるべきである。現在、各刑務所には社会
福祉士が配されており、心理学の有資格社のいる刑務所もあることから、それ
らの者を核にして、その刑務所がある地域の福祉機関、病院、大学等との協力
のもとでカンファレンスを行うことが可能であり、その対象者を拡大すべきで
あるし、さらにそれを、裁判も含めた過去に関わった外部の支援者も含めたカ
ンファレンスを実施することまで広げていくことが望まれる。

４�　刑の一部執行猶予と裁判段階での治療等と齟齬する身元引
受人の指定への対応

　上記 ３のような受刑者の翻意がとくに問題となるのは刑の一部執行猶予の案
件である。
　刑の一部執行猶予は、現在、その殆どが薬物事犯に対して言い渡されてい
る。平成２９年の検察統計年報による数値をみると、確定者数１５２５名中、覚せい
剤取締法違反の者が１４０８名、大麻取締法違反の者が２３名、麻薬及び向精神薬取
締法違反が１３名、毒物劇物取締法が ９名、窃盗が２９名という状況である。
　薬物事件の一部執行猶予対象者に対しては、薬物依存を改善するための医
療・援助を行う機関との連携のもとで保護観察を実施し、その際には、特別遵
守事項として専門的処遇プログラムを受講することを義務づけている。
　刑の一部執行猶予が言い渡される場合には、裁判において、被告人が、治療
やカウンセリングを受ける、自助グループに入る等と、ある程度具体的に治療
への意欲が述べていることが多く、被告人自身が自助グループ（各地の
DARCであることが多い）に手紙を出すなどして支援を求め、被告人の意向
を受け、弁護人が医療機関や自助グループ等との調整を図るなどし、医師や自
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助グループの関係者等が証人出廷することも少なくない。事案によっては、福
祉職とも連携し、医療を受けるための福祉的支援（例えば、自立支援医療や生
活保護）について検討を加え、さらに、薬物依存の遠因となった家族関係等の
要因について掘り下げて調査する場合もある。
　ただ、中には、被告人が、接見に際して弁護人の関係機関との調整を断り、
真に治療を受ける意志が疑わしいのに、被告人質問で、治療を受けたい等と供
述しただけであるにもかかわらず、一部執行猶予となった例が弁護士会内で報
告されている。
　また、関連機関との事前の調整等をした事案であっても、いざ受刑者の立場
になると、帰住先を親族として刑務所に届け出て、出所後には、そちらに帰住
し、事前に調整していた関連機関での入院、通院、入所、通所等を全く行わな
い事例が存する。出所後に支援をするべく空床にして準備していた病院や施設
などでは、非常に対応に苦慮している。この点について、刑務所、地方更生保
護委員会、保護観察所のいずれもが、受刑者自身が親族を帰住先とした場合に
は、親族のもとに帰住させることの是非について調査を行うことはできるが、
入院や自助グループ等への入所等を積極的には勧められないという前提で、現
在、帰住先調整を進めている。
　しかし、それでは、薬物事犯について、自由刑よりも治療等が効果があるの
で刑の一部執行猶予が導入されたという趣旨が阻害される場合が少なくないの
ではないか。
　一部執行猶予の出所者の多くは、親族のもとに帰住している。仮釈放となっ
た者は、親・親族と同居する者が５６.５％、配偶者と同居する者が１３.４％であ
り、一部猶予された実刑期間を満期で出所する者で住居特定された者は、親、
親族と同居する者が４２.３％、配偶者と同居する者が５.６％である（検察統計年
報　平成２９年）。
　そもそも、薬物事案では、親族関係がストレス要因として薬物使用の一つの
動機となっている、あるいは、親族との共依存関係によって薬物が止められな
い（例えば、親族が薬物による借金等を尻ぬぐいしてくれるので、薬物使用に
対する底付き感が生じない事例もあるし、親族自身が薬物入手の金を与えると
いった事例もある）等という、家族の存在が更生にマイナスに働き得る場合も
ある。そうでなくても、薬物使用者が、親族が止めても言うことを聞かない、
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親族が諦めて注意もしない等というように、親族の指導、監督の効果が上がら
なかった、あるいは効果が期待できない案件も多い。薬物依存症の治療という
観点からは、親族のもとに帰住させるということ自体がリスク要因たり得ると
いう視点から、帰住先の調整を行うことが必要である。
　これに対し、家族との帰住先調整の中で、家族に対して対象者の入院、入所
等を勧め、家族の協力のもとでそちらに誘導する方法も考えられるだろう。し
かし、入通院、施設入所を考える際には、費用の問題が避けて通れない。親族
の経済的負担を負わせないために、薬物依存者が生活保護を受けながら治療等
を受けさせることができるところ、家族のもとに帰住させつつ世帯分離の方法
による生活保護受給が可能であるとはいえ、家族のもとに帰住を希望する薬物
依存者やその家族には生活保護を恥とする考えの者も少なくないし、世帯分離
による生活保護受給に対して、非常に拒絶的である福祉事務所も存する。もし
も、家族が費用を負担する前提で関連機関と調整することになれば、家族がそ
の負担に耐えらない、身柄の引き取りだけで精一杯であり費用負担を拒絶す
る、あるいは生活保護手続がうまくいかず治療を断念する等の事態によって、
関係機関の利用ができなくなる可能性がある。さらに、親族は、「刑務所でも
薬物のプログラムがあったというし、保護観察所で無料のプログラムを受けら
れるのならば、それで充分ではないか」「公的機関のプログラムのほうが、薬
物の前科者がやっているDARCよりも信用できる（DARCのスタッフは、刑
務所、保護観察所での薬物指導等にも関わっている者も多く、そのような理解
は誤解である）」等と考えても無理はないだろう。薬物依存の受刑者も、関係
機関で専門的治療を受けるつもりでいたとしても、親族の経済的負担を考え、
あるいは、家族の反対を受けて保護観察所のプログラムがあるからよい、と翻
意してしまう可能性もある。しかし、 １ヶ月に １度のプログラム受講（当初
３ヶ月は １ヶ月 ２度であるが）は、治療効果が薄く、薬物を使用しないための
動機付けとなる尿検査を併用しているといっても限界がある。刑の一部執行猶
予導入に当たっては、原則として保護観察所のプログラムを受けることだけで
なく、地域の機関・団体につながっていくことを目指していたはずだが、保護
観察所のプログラムがあることで、かえって、他のプログラムを受講する動機
が削がれる面があることは否定できない。
　上述のとおり、受刑者の間では、親族のもとに帰れれば仮釈放期間が長くな
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るが関係機関への帰住では短くなる、との考え方が蔓延している。親族のもと
に帰住させることで、かえって、薬物使用リスクが高まる危険があることや、
専門性の高い治療から遠ざかるおそれがあることを認識すべきであり、薬物事
件の一部執行猶予案件においては、判決言渡や仮釈放のための帰住先調査等に
おいて、家族が具体的な治療等の支援を検討していないのであれば、仮釈放に
しない、あるいはその期間を短く設定する等といった、思い切った運用の切り
替えも必要ではないか。
　裁判において、漠然と「治療を受ける」「施設に入る」という主張がされて
いるだけであっても、一部執行猶予判決が出される場合がある。現在、薬物依
存者を治療できる病院は少ないのであり、入院に対応してくれる病院はほとん
どなく、通院での治療についても対応できる病院が帰住先近くにあるとは限ら
ない。各地のDARC以外に入所、通所できる施設も少ない。判決後に、治療
等が本当に行われるためには、裁判において、支援を受ける関係機関を明らか
にし、その受入れの了解を得ているなど、具体的方策を明らかにすることを求
めるべきである。確かに、保護観察所のプログラムがあるから、釈放後にはそ
れを受けることが義務づけられるが、裁判において、何ら具体的な対応や、真
摯な過去の行動への振り返り等もないまま、一部執行猶予判決を下すことには
問題があると思われる。
　そうすると、裁判段階で、入院や通院の対象となる病院、入所や通所する施
設等が明らかになるのだから、それを検察官の処遇意見で刑務所に引き継ぎ、
刑務所でその関係機関を身元保証人とするよう指導し、それを前提として保護
観察所でも帰住先調整をすることが図り得る。もっとよい病院や施設が見つ
かったのでそちらに変わりたい、という場合もあるかもしれないが、このよう
な場合には、刑務所や保護観察所が新たな関連機関との調整をすれば足るであ
ろう。
　今般、当職が弁護をして刑の一部執行猶予を言い渡された案件では、対象者
が、裁判で、当職が調整した病院への入院治療を決意表明していたところ、判
決後、身よりがないため当職を身元引受人として刑務所に申請、当職が病院と
の連絡を取り、病院のケースワーカーが入院したときに生活保護で治療費を捻
出できるよう早期から検討してもらっていた。また、受刑前に受診していた病
院のカルテ等も薬物依存者の同意のもとで弁護士会照会によって取得し、事前
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に入院予定の病院に送付した。身元引受人として当職が記載されていることか
ら、東京保護観察所の保護観察官が帰住先調整等を担当することとなり、都内
の自助グループの寮を退院後の入所先の候補として紹介するなど、積極的な介
入をするとともに、管轄に関係なく（自助グループの寮は、当職の所属する保
護区には存しない）当職を釈放後の担当保護司とすることを内定して、入院先
病院との当職の調整状況を事実上報告させた。出所後当職は直ちに、対象者と
ともに保護観察所に出頭して順守事項等についての説明を受け、対象者は、そ
の日のうちに、無事入院できた。刑務所で当該対象者の治療をしていた医師か
ら入院先の病院に対して紹介状が出されたことで、入院手続も円滑に進んだ。
　薬物事犯について、受刑者が身元引受人に弁護人だった弁護士を記載した例
で、弁護士が積極的にこれを受け、薬物依存者を関係機関に入院、入所する手
続を進め、治療への円滑な架橋が行われた例は他にも存する。このような形
で、弁護士のような他人が介在することで、病院や施設への入院、入所手続
が、円滑に進む場合もあるので、活用を検討すべきである。なお、弁護人だっ
た弁護士がそのような対応ができないという場合、関係機関との調整をつけら
れる別の弁護士等に引き継ぐ制度を創設することも考えられるのかもしれな
い。
　ただし、このような弁護士の活動は全くの手弁当であり、何らかの費用助成
を考え無いと活動は広がらない。兵庫県弁護士会では、弁護士が、受刑者の社
会復帰を支援する活動をする場合に「寄り添い弁護士活動」として費用支援を
しているところ、各弁護士会がかような制度を進め、その状況をふまえて公費
による弁護士の社会復帰支援活動として確立されることが望まれる。なお、愛
知県は、法務省の「地域再犯防止推進モデル事業」として、平成30年 ６ 月13日
「寄り添い弁護士制度による社会復帰支援モデル事業」の採択を受けた。
　病院や施設が保護区をまたぐ、さらに都道府県境を越えるために保護観察所
の管轄の問題が生じる場合も起こり得る。そのため、このような事件は、保護
観察官の直轄案件として対象者の指導等を行うことが多いと思われるが、保護
観察官の負担感を除去する必要性があるし、保護司との協働で対象者の違う側
面が見える等といった効果が期待し得る。
　今後、福祉職や心理職、弁護士等の専門職を中心とした「（薬物）専門保護
司」を創設して、管轄を超えた活動をさせることを検討してもよいのではない
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か。なお、同様の越境の問題は、障害者、高齢者等についても生じ得る。

６　帰住先調整の活動のあり方
⑴　対象者との面会、通信を
　帰住先調整では、保護司の業務は帰住先となっている家族との面会や自宅の
訪問を義務づけられるが、帰ってくる対象者との面会等は必須となっていな
い。
　しかしながら、保護司が早期から対象者との信頼関係を築いていた方が、指
導・監督の実が上がるし、家族のもとに帰るのが本当によいのかどうか、例え
ば、上記のように、対象者が、一部執行猶予で病院に入院するよりも、親族を
身元保証人としたほうが仮釈放期間を長くできると考えてそうした、というの
であれば、保護観察所との協力のもとで、対象者に治療の優先を勧め、家族に
も入院等の実施ができるよう協力を求め、それが得られない場合についての対
応を検討ができる。保護司が帰住先調整をする事件の全てに仮釈放がつくわけ
ではないから、調整した保護司が担当保護司として対象者に関われるとは限ら
ないにせよ、親族のもとに対象者が帰住するのなら、帰住する地域で信頼すべ
き人である（はずの）保護司と知り合いになっておくことは非常に有益といえ
るだろう。
　保護司の帰住先調整の業務において、対象者との通信や面会といった交流
を、もっと積極的に取り入れるべきではないかと考える。この点について、刑
務所、少年院が公共交通機関から隔絶している場合であっても、保護司が面会
に際して支弁したタクシー代が実費として認められなかった例がある。このよ
うな不当な扱いは改めていただきたいものである。
　少なくとも、上記のように、刑の一部執行猶予について、親族のもとに帰住
する者が多く、関係機関に行くはずの者が行っていない現状を考えれば、一部
執行猶予案件について、保護司と対象者との面会等によって、対象者の治療へ
の動機付けを強めること等を検討すべきであろう。
⑵　家族への対応のあり方
　家族への調査についても、現在、それが充分なものといえるかには疑問なし
としない。家族が引き取るつもりがあり、家に一定の広さがあり、一緒に暮ら
せる収入あれば、帰住先として問題なしとされるのが通例と思われる。
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　しかし、同居親族との葛藤が犯罪や非行の原因、遠因となっていることもあ
る。
　ここでは、少年事件の少年院仮退院について検討してみたい。
　少年院送致となる少年の場合、非行程度が必ずしも進んでいない、あるいは
軽微な非行行為しかしていない場合であっても、家族の指導に問題があること
が考慮されてそのような処分が決定された者が多い。少年の事件について、問
題行動が小さい頃から早期から多発しているような場合には、親の虐待等の葛
藤があったことを疑うべきであるし、親元に帰さないことで問題行動が収まる
事案もあるだろう。
　ところが、保護観察所は、保護司に対する研修会で、引取りを拒む親に対し
ては、引き取るよう説得することを励行しており、上記のような家族の問題を
掘り下げることを指導していない。
　親が子に対して「帰ってきて欲しくない」という場合には、少年の非行など
の問題行動への対応に親が疲弊していることがまず考えられるが、このような
場合には、少年が少年院での教育を経て、親に対する感謝の情を持つに至った
り、怒りのコントロールなどを身につけたりすることで、問題行動が収まり、
家族のもとに帰しても大丈夫だ、という案件もあるだろう。しかし、親から、
少年の問題行動の内容が、家庭内暴力や浪費等といった具体的な形で示された
場合には、家庭内暴力の被害者である家族のシェルターの存在を知らせること
や、子に暴力や浪費を止めるようカウンセリングを受けさせるための具体的な
方策を考えなければ、親の安心を得ることはできないし、浪費の結果、借金が
あるような場合には、債務整理や破産などの法的手段があることを知らせ、子
の退院後（退院前に相談ができればベストであるが）の法律相談を算段するこ
とも考えられなければなるまい。
　薬物事件について記したように、親の疲弊の原因が、親と少年との共依存関
係にある場合、親の「帰ってきて欲しくない」という気持ちが、むしろ、共依
存関係を断ち切り、少年との距離を保ちたいという、回復に向けたプラスの感
情である場合も存する。そのような場合には、親のそのような気持ちをさらに
深化させることも考えるべきであり、例えば、薬物事件をした少年の親に対し
ては、医療機関の家族相談を紹介し（例えば、東京都では、精神保健福祉セン
ターが家族相談をしている）、依存者の家族会がいくつか組織化されているの
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で、そのようなグループについての情報提供等を行うことも考えられてよい
し、専門機関への入所や病院への入院・通院などを提案することも必要かもし
れない。
　また、親が、経済的に困窮ないしぎりぎりの生活を送っているような場合も
あり、その場合には、親自身が福祉支援を受けるように助言すべきケースも有
るだろうし、親が、アルコール依存等の精神障害や身体的な疾病を抱えている
ような場合には、医療につなげるべく助言し、例えば精神科の支援医療等の公
的支援を受けるといった、具体的な支援方策を提示する必要もあるかもしれな
い。少年事件の仮退院対象者が成人となって出院する場合には、帰宅後、それ
らの対象者と同居親族について世帯分離をし、受刑者に生活保護を受給させる
方法があることを助言することも考えられる。
　このように、支援方策の具体的なイメージを持って、保護司が帰住先の家族
に対して、帰住先となることを受け容れるよう説得するのでなければ、親と対
象者の共倒れも起こり得るし、かえって円滑な社会復帰を阻害し、再犯を誘発
する場合もあり得る。保護司は、親の「帰って欲しくない」という気持ちの原
因をまずは丁寧に聞き取ることから始めるべきで、保護観察所の保護司に対す
る指導はもっと細やかなものであるべきだろう。
　家族との関係を調整するためには、家族からの情報だけでは不足する場合も
ある。少年が、親の過干渉や問題行動（飲酒による問題行動、男女関係等）か
ら家に居られなくなり非行に至る場合も少なくなく、親の問題が、少年審判の
段階で明らかになっていることが少なくない。このような事件については、当
然のように親が子を受け容れるべきだという説得をするのではなく、むしろ、
少年を親のもとには帰さず、少年のための自立援助ホームや協力雇用主等のも
とに帰住させ、親とは適当な距離を取りながら、少年の更生を促すほうが望ま
しい場合も存すると思われるが、少年審判でのかような事実認定については、
必ずしも保護司のもとに伝わらない場合も少くない。個人情報の保護に気を配
りつつ、審判時に集積された情報をいかに共有していくかを検討すべきであ
る。
　さらに、親が少年を虐待をしており、親と子の積極的な引離しをすべき案件
もある。現在、子が親権停止や親権取消の申立（家事事件手続法１６８）をすれ
ば、家裁が子の申出か職権で弁護士たる代理人を定めることができる（同２３）
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のであり、現在、個別事案では、退院の調整に際して、センター経由等の方法
で、弁護士との相談等も行われているようであるが、少年院退院前に弁護士も
交えて相談を行い、このような申立が機動的にできるような体制を作る必要が
あろう。刑務所や少年院と弁護士会との連携関係は早期に検討されるべき課題
である。
　成人の仮釈放は、家裁での調査が先行していないため、家族との関係につい
ては受刑者からの聴取を丁寧に行うことが不可欠であろう。
　犯罪をした人の家族は、地域から孤立したり、いじめられたりといった経験
をしていることも少なくない。同じような立場の人の家族会を紹介すること
や、地域の人権相談につなぐといった方法を講じることも考えるべきである。
　山形県弁護士会が、２０１８年 ９ 月、「犯罪加害者家族支援委員会」を設置し、
１１月から、研修を受けた弁護士が加害者家族に対する電話や面談による相談に
応じている。法的な相談には弁護士が対応し、また、カウンセリング等の他の
分野の専門家に架橋する等の継続支援を行うという。（8） 現在、加害者家族支援
については、仙台市に本部を置くＮＰＯ法人ワールドオープンハートなど、非
常に数の限られた組織が活動を担っているだけで、加害者家族への支援は充分
とはいえない。各地の弁護士会で、このような取組を広げることが必要である
し、保護観察所、地域の法務局人権擁護委員、民生委員との連携など、加害者
家族の支援のためのネットワークを作ることも考えられる必要がある。

（8）この件についての報道として、河北新報2018年10月18日 https://www.kahoku.co.jp/tohoku
news/201810/20181018_53013.html、 山 形 新 聞2018年10月12日 http://yamagata-np.jp/
news/201810/12/kj_2018101200202.php など


